
（別紙様式１）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指 名 競 争 入 札 の 別
( 総 合 評 価 の 実 施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

令和8年度　京浜港施工状況確認補助業務 分任支出負担行為担当官

横浜港の対象工事現場（調査現場を含む）　他 京浜港湾事務所長

R8.4.1～R10.3.31 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　川崎港臨港道路施工状況確認補助業務 分任支出負担行為担当官

川崎港の対象工事現場 京浜港湾事務所長

R8.4.1～R9.3.31 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　川崎港臨港道路航行安全管理業務 分任支出負担行為担当官

川崎市川崎区東扇島　航行安全情報管理室 京浜港湾事務所長

R8.4.1～R9.3.31 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　川崎港臨港道路設計・調査資料作成業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.4.1～R9.3.31 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　京浜港貸付国有港湾施設維持補修等工事 分任支出負担行為担当官

横浜市中区本牧ふ頭198番1地先（HBC-1,HBC-2）　他 京浜港湾事務所長

R8.4.1～R9.3.31 京浜港湾事務所

港湾土木工事 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　京浜港発注補助業務 分任支出負担行為担当官

横浜港、川崎港、横須賀港の対象工事現場 京浜港湾事務所長

R8.4.8～R10.3.31 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　川崎港臨港道路建設資材価格等調査 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.4.8～R9.3.19 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　京浜港建設資材価格等調査 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.4.8～R9.3.12 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　横浜港における整備効果検討業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.6.19～R9.2.19 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年5月分該当なし

令和8年7月分該当なし

令和8年8月分該当なし

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

R8.6.19
（株）エコー

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
12,166,000 9,757,000 80.2%

東京都台東区北上野２－６－４

24,860,000 95.2%
東京都中央区日本橋大伝馬町１１
－８

6010005018675

R8.4.1
一般競争入札
（総合評価）

295,603,000

R8.4.1
（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札

（総合評価）
587,807,000

R8.4.1

R8.4.8
（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札

（総合評価）

R8.4.1

R8.4.1
（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札

（総合評価）
99,253,000

5010005002705 79,442,000 75,020,000 94.4%
東京都千代田区霞ヶ関３－３－１

（一財）経済調査会 一般競争入札
（総合評価）

25,135,000 24,442,000

99.8%

145,211,000 145,200,000

（公社）東京湾海難防止協会 一般競争入札
（総合評価）

65,879,000 65,725,000
神奈川県横浜市中区住吉町４ー４５ー１
関内トーセイビルⅡ２０２号室

1020005009686

信幸建設(株) 一般競争入札
（総合評価）

94.2%93,500,0005010005002705
東京都千代田区霞ヶ関３－３－１

100.0%
東京都千代田区神田司町２－２－
７

1010001018642

96.9%

5010005002705
（一財）港湾空港総合技術センター

東京都千代田区霞ヶ関３－３－１

569,690,000
東京都千代田区霞ヶ関３－３－１

5010005002705

285,890,000 96.7%

R8.4.8

2010501016723

R8.4.8
（一財）建設物価調査会 一般競争入札

（総合評価）
26,103,000

97.2%
東京都港区芝５－３４－２

1010005002667



（別紙様式２）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした

会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再就職の
役員数

備 考

令和8年度　横浜港港湾施設整備検討業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.6.25～R9.3.26 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　川崎港臨港道路技術評価業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.7.17～R9.3.19 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　横浜港新本牧地区船舶航行安全検討業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区新港１－６－１　京浜港湾事務所 京浜港湾事務所長

R8.8.7～R9.2.19 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年度　京浜港貸付国有港湾施設定期点検業務 分任支出負担行為担当官

横浜市中区本牧ふ頭1番1地先　他 京浜港湾事務所長

R8.8.18～R9.2.26 京浜港湾事務所

建設コンサルタント等 横浜市中区新港１－６－１

令和8年4月分該当なし

令和8年5月分該当なし

R8.8.7
（公社）東京湾海難防止協会

会計法第29条の3第4項
理由は別紙２－３のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
15,312,000 14,553,0001020005009686

神奈川県横浜市中区住吉町４ー４５ー
１関内トーセイビルⅡ２０２号室

95.0%

R8.8.18
パシフィックコンサルタンツ（株）

会計法第29条の3第4項
理由は別紙２－４のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
17,721,000 17,567,000 99.1%8013401001509

東京都千代田区神田錦町３－２２

R8.7.17

沿岸技術研究センター・大日本ダイ
ヤコンサルタント設計共同体

会計法第29条の3第4項
理由は別紙２－２のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
25,355,000 25,300,000-

東京都港区西新橋１－１４－２
99.8%

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

日本海洋コンサルタント（株）
55,451,000 55,440,000 100.0%R8.6.25

会計法第29条の3第4項
理由は別紙２－１のとおり

（簡易公募型プロポーザル）
東京都港区芝浦３－７－９

6010601028929



　　京浜港湾

日本海洋コンサルタント株式会社は、本事業実施に係るプロポーザル方式により
提出された技術提案書を建設コンサルタント等選定委員会において評価検討した
結果、予定管理技術者の経験及び能力、実施方針及び特定テーマに対する技術
提案等の項目において優れた技術提案を行った業者である。

以上のことから、会計法第２９条の３第４項の規定により、 日本海洋コンサルタン
ト株式会社 と随意契約致したい。

令 和 ８年 度

随　意　契　約　理　由　書 

　本件は、下記の理由により、 日本海洋コンサルタント株式会社 と随意契約致した
い。

記

本業務は、横浜港の港湾施設の整備計画の検討及び施設構造の検討を行うもの
である。

現整備計画の施設整備の順序は、CD1 岸壁（新設）、BC2 岸壁（新設）、BC 突堤
部（撤去）、 荷さばき地（改良）、 泊地（-16m）等の水域施設（改良）のとおりと考え
ている。現在、各港湾施設の設計や構造検討を行っているところであるが、全体の
整備計画を立案するためには、効率的な整備手順や各施設を整備していく上での
課題の整理が必要となる。

特に、大型コンテナ船の運用に関する速やかなで十分な施設整備方法、撤去発
生材の処理の方法、現BC突堤利用者への影響や周辺の施設利用に与える影響な
ど、様々な課題を踏まえての整備計画の検討が必要であると共に、整備における
課題や整備手順による違いを検討ケース毎に明確にし、比較整理する必要があ
る。

また、上記課題の対応を踏まえた整備計画の検討を実施するためには、施設構
造の検討を行う必要がある。

よって、高度な知見と豊かな経験を有する者から、「整備計画の検討を行う上での
着眼点」の技術提案を募り、優れた提案を仕様に反映することにより優れた成果を
期待することができる。
 したがって、簡易公募型プロポーザル方式により、発注することとした。

（件名）　令和８年度　横浜港港湾施設整備検討業務

別紙２－１



　　京浜港湾

令和８年度 川崎港臨港道路技術評価業務 沿岸技術研究センター・大日本ダイ
ヤコンサルタント設計共同体は、本事業実施に係るプロポーザル方式により提出さ
れた技術提案書を建設コンサルタント等選定委員会において評価検討した結果、
予定管理技術者の経験及び能力、実施方針及び特定テーマに対する技術提案等
の項目において優れた技術提案を行った業者である。

以上のことから、会計法第２９条の３第４項の規定により、 令和８年度 川崎港臨
港道路技術評価業務 沿岸技術研究センター・大日本ダイヤコンサルタント設計共
同体 と随意契約致したい。

令 和 ８年 度

随　意　契　約　理　由　書 

本件は、下記の理由により、 令和８年度 川崎港臨港道路技術評価業務 沿岸
技術研究センター・大日本ダイヤコンサルタント設計共同体 と随意契約致したい。

記

本業務は、川崎港臨港道路東扇島水江町線（以下、本橋梁）の橋梁構造における
技術的な検討を行うとともに、橋梁技術・施工検討会（以下、検討会）の運営を行う
ものである。

主橋梁部は大型船舶が航行する京浜運河を渡河するため、大きな桁下空間を確
保する必要がある一方、東京国際空港（羽田空港）の航空制限（制限表面）により
低主塔かつ径間長が国内最大クラスの斜張橋である。本橋のこのような地理的要
因、構造上の特徴を踏まえ、設計上の要求性能を満たすことが重要である。

以上から、課題を適切に把握し合理的に解決する専門的な技術が必要であり、同
様な事業の建設事例等を踏まえたうえで、多岐にわたる技術的知見も必要となる。

よって、本業務は、技術提案を求め、特記仕様書に提案を反映し本業務を遂行す
ることにより、最も優れた成果が期待出来る。
　したがって、簡易公募型プロポーザル方式により、発注することとした。

（件名）　令和８年度　川崎港臨港道路技術評価業務

別紙２－２



　　京浜港湾

公益社団法人 東京湾海難防止協会は、本事業実施に係るプロポーザル方式に
より提出された技術提案書を建設コンサルタント等選定委員会において評価検討し
た結果、予定管理技術者の経験及び能力、実施方針及び特定テーマに対する技術
提案等の項目において優れた技術提案を行った業者である。

以上のことから、会計法第２９条の３第４項の規定により、 公益社団法人 東京湾
海難防止協会 と随意契約致したい。

令 和 ８年 度

随　意　契　約　理　由　書 

本件は、下記の理由により、 公益社団法人 東京湾海難防止協会 と随意契約致
したい。

記

本業務は、新本牧ふ頭地区整備事業の施工に伴い、横浜航路周辺を航行する船
舶及び大型船用錨地利用時などに配慮した船舶航行の安全確保に必要な対策に
ついて、学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁等で構成する検討会を設置
し、検討するとともに、工事に伴う各種規制のあり方について見直しの可能性を検
討し、合理的な運用による効率化を図るものである。

本事業を実施する横浜港新本牧ふ頭地区は、横浜港本牧Ｄ突堤地先海域の横
浜航路入口付近に位置しており、プレジャーボートなどの小型船舶のほか、コンテ
ナ船、自動車運搬船、旅客船などの大型船舶も多くが航行している航路である。

本業務の実施に当たっては、港則法、海上交通安全法、海上衝突予防の法規は
熟知した上で、船舶交通の特性や作業船による海上工事に精通していることが必
要であり、高度な知見と多岐にわたる専門分野に精通していることが求められる。

よって、「工事中の航行安全対策を検討する上での着目点」について技術提案を
求め、仕様書に提案を反映し、本業務を遂行することにより、最も優れた成果が期
待できる。
　したがって、簡易公募型プロポーザル方式（拡大型）により、発注する事とした。

（件名）　令和８年度　横浜港新本牧地区船舶航行安全検討業務

別紙２－３



　　京浜港湾

パシフィックコンサルタンツ株式会社 首都圏本社は、本事業実施に係るプロポー
ザル方式により提出された技術提案書を建設コンサルタント等選定委員会におい
て評価検討した結果、予定管理技術者の経験及び能力、実施方針及び特定テーマ
に対する技術提案等の項目において優れた技術提案を行った業者である。

以上のことから、会計法第２９条の３第４項の規定により、 パシフィックコンサルタ
ンツ株式会社　首都圏本社 と随意契約致したい。

令 和 ８年 度

随　意　契　約　理　由　書 

本件は、下記の理由により、 パシフィックコンサルタンツ株式会社 首都圏本社 と
随意契約致したい。

記

本業務は、横浜港及び川崎港の貸付国有港湾施設に対して適切な維持管理を行う
ため、維持管理計画書に基づく点検診断等を行うものである。

本業務の点検診断対象には、気象・海象・潮位条件により立入制約を受ける桟橋
構造の施設や広範囲な荷さばき施設、水中部部材のため劣化状況の把握が難し
い部材等がある。また対象施設は全て供用中のコンテナターミナルであるため、運
用を妨げないよう厳しい時間的制約の中で点検診断作業を実施しなければならな
い状況であり、より効率的で経済的に実施できる新しい点検技術が必要である。

よって、従来の点検診断方法にとらわれず、維持管理に関する専門的な知見を有
する者から「費用対効果が期待される効果的かつ効率的な点検診断技術の活用」
の技術提案を募り、優れた提案を仕様に反映することにより優れた成果を期待する
ことができる。
　したがって、簡易公募型プロポーザル方式により、発注することとした。

（件名）　令和８年度　京浜港貸付国有港湾施設定期点検業務

別紙２－４



（別紙様式３）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指名競争入札の別
(総合評価の実施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

令和8年5月分該当なし

令和8年6月分該当なし

令和8年度　京浜港出入管理情報システム保守業務

一式

7120001044515

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

令和8年度　京浜港港湾業務艇運航

R8.4.1
（株）ポルテック

一般競争入札 100.0%
単価契約

予定調達総額
36,192,060円一式

東京都中央区京橋１ー５ー８
5010401047320

運航１日当たり

176,018

運航１日当たり

176,000

R8.4.1
住友電設（株）

一般競争入札
大阪府大阪市西区阿波座２－１－４

92.5%26,756,458 24,750,000

令和8年7月分該当なし

令和8年8月分該当なし



（別紙様式４）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の
名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計
法 令 の 根 拠 条 文 及 び 理 由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再 就 職の
役 員 数

備 考

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

分任支出負担行為担当官

京浜港湾事務所長

京浜港湾事務所

横浜市中区新港１－６－１

令和8年8月分該当なし

令和8年7月分該当なし

15,765,120 15,765,120 100.0%

土地使用料（富津）

一式

3011101055078

6010001008770

土地賃貸借料（袖ケ浦）

一式

東京都千代田区丸の内１-４-５

7010401016637

一式
神奈川県横浜市中区太田町１－１５

R8.4.1

令和8年度　横浜港新本牧地区工事安全管理等業務

R8.4.1
東亜建設工業(株)横浜支店

東京都港区芝浦２－１－１３

千葉県木更津港湾事務所
予決令第99条第16号 15,765,120

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

100.0%

100.0%

R8.4.1
三菱UFJ信託銀行(株) 会計法第29条の3第4項

理由は別紙４－２のとおり
37,696,296 37,696,296

R8.4.1
（株）ダイトーコーポレーション 会計法第29条の3第4項

理由は別紙４－３のとおり
62,835,300 62,835,300

会計法第29条の3第4項
理由は別紙４－１のとおり

1,920,446,000 1,919,500,000 100.0%

土地賃貸借料(東扇島)

一式

－

一式
千葉県木更津市貝渕3-13-34

15,765,120 100.0%
千葉県木更津市貝渕3-13-34

神奈川県川崎市川崎区宮本町1

土地使用料（夜光）

R8.4.1
川崎市上下水道事業管理者

予決令第99条第16号 16,957,908

令和8年5月分該当なし

－

16,957,908 100.0%－

一式

土地使用料（富津）（その２）

R8.6.17
千葉県木更津港湾事務所

予決令第99条第16号



令和８年度 

 

京 浜 港 湾 

 

 

随 意 契 約 理 由 書  

 

 

(件 名) 令和８年度 横浜港新本牧地区工事安全管理等業務 

 

 

本件は、下記の理由から、東亜建設工業（株）横浜支店 と随意契約致したい。 
 

記 

 

横浜港新本牧ふ頭建設事業の航行安全対策については、2018（平成 30）年 12 月に学識

経験者、海事関係者、海上保安庁、国土交通省関東地方整備局（以下、「関東地方整備局」

という。）及び横浜市港湾局からなる「横浜港新本牧ふ頭整備に係る船舶航行安全対策調

査検討会議」（以下、「検討会議」という。）を設置して検討を行ったが、この中で、海

事関係者及び海上保安庁から当該工事の安全と一般航行船舶等の安全を確保するための対

策として、「警戒船の運用」、「工事用作業船の運航管理」、「工事作業情報の周知およ

び保安応急等」について総括的に管理運用する体制を図ることを強く要請された。 

 当該工事が長期間にわたり船舶航行の輻輳区域で行われることから、この要請を受け、

本事業の共同事業者である関東地方整備局と横浜市港湾局が、事業者（発注者）と請負者

の代表者からなる「新本牧ふ頭建設工事連絡協議会」及び「航行安全連絡協議会連合会」

を設置し、2019（令和元）年 5 月の検討会議において、同連合会事務局が総括的な安全管

理を実施することで了承され、工事中の安全対策の了解が得られた。 

 こうした背景を踏まえ、令和元年 12 月 19 日に関東地方整備局と横浜市で「横浜港新本

牧ふ頭建設工事に伴う船舶航行安全管理に係る協定書」（令和元年 12 月 19 日付け、港湾

政第 931 号、横浜市港湾局回答）（以下、「協定書」という。）を取り交わし、令和 2 年

度から、協定書に従って当該工事の安全管理業務を共同で実施しているところである。 

 本業務は、関東地方整備局と横浜市が行う新本牧ふ頭建設工事の安全と一般航行船舶の

安全を確保することを目的とし、情報管理、警戒管理、施設維持管理及び運航管理を行い、

有効かつ適切な安全管理が総括的に機能するよう、協定書に基づいて関東地方整備局と横

浜市が共同で実施しているものであり、契約については横浜市が指名競争入札方式にて入

札し、先行して契約することから、関東地方整備局はこの契約先である東亜建設工業(株)

横浜支店と契約するものである。 

 よって、会計法第 29 条の 3 第 4 項に基づき、東亜建設工業(株)横浜支店と随意契約す

るものである。 

 

t83ab-nakazawa
テキスト ボックス
別紙４－１




令和８年度

京浜港湾

（案）

随意契約理由書

（件名）土地賃貸借料（東扇島）

　本件は、下記の理由により、三菱UFJ信託銀行株式会社と随意契約致したい。

記

本件は、川崎港東扇島地区において実施中の川崎港東扇島水江町地区臨港道路
整備事業において使用する作業ヤードの借上を行うものである。

当該事業の東扇島地区における作業ヤードは、限られた工期の中で速やかに事
業を進めるため、事業用地と隣接していることが必須である。上記の条件をもと
に作業ヤードとして適切な物件を調査したところ、三菱UFJ信託銀行株式会社が所
有する当該物件が適切な物件であったため、三菱UFJ信託銀行株式会社を特定し
た。

よって、会計法第２９条の３第４項により、三菱UFJ信託銀行株式会社と随意契
約することとする。

t83ab-nakazawa
テキスト ボックス
別紙４－２




令和８年度

京浜港湾

随意契約理由書

（件名）土地賃貸借料（袖ケ浦）

　本件は、下記の理由により、株式会社ダイトーコーポレーションと随意契約
致したい。

記

　本件は、令和７年度横浜港新本牧地区護岸(防波)本体工事及び令和７年度横浜
港新本牧地区護岸（防波）築造工事等においてケーソン及びブロック等を製作及
び資材仮置きするにあたり、当該工事作業ヤードとして株式会社ダイトーコーポ
レーションより借り上げるものである。

横浜港の海上コンテナターミナルとなる新本牧護岸の整備事業で使用する工事
作業ヤードとして、東京湾内における当事業実施地区周辺を対象に、ケーソン等
の製作・仮置き及び3,000t級以上の起重機船での浜出しが可能となる適地を調査
したところ、数カ所の候補地があったところであるが、そのうち、想定する製作
工程期間に借地に対応出来る土地は、株式会社ダイトーコーポレーションが南袖
物流ターミナルとして管理する当該土地以外にない。

よって、会計法第２９条の３第４項により、株式会社ダイトーコーポレーショ
ンと随意契約することとする。

t83ab-nakazawa
テキスト ボックス
別紙４－３



